
所 管 名 課 長 名

事 務 事 業 名

①外部化の推進

②業務の効率化

③業務の簡素化

④組織の見直し

実 施 時 期 関 連 事 務

①所属職員数 14

②見直業務人役 1.300

金額（千円）

8,849

△ 8,849

実施項目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

協議・調整

見直し実施

課題・問題点

幼保一元化

業務改善方策
(                                                                                )

(                                                     )

(                                                  )

取り組み内容

■教育委員会内の幼稚園に関する業務をこども課へ移管し、未就学児の窓口を一本化す
ることにより、重複する業務の集約、軽減を促進するものである。
■平成２１年５月から課間の協議を重ね事務移管の時期、内容、人員等について調整を
図っている。

実 施 効 果
②実施に伴う経費(①の(   )%に相当)

見 直 し 人 員
③現行人件費
（内容について具体
的に記載のこと。）

平成２２年４月

【実施に向けた年度別計画】

事務事業・業務見直し行動計画

③実施に伴う効果額（②－①）

①実施に伴う削減額

教育委員会学校教育課 網田　勝

内容

委託 指定管理者 民営化・民間移譲 補助制度 臨時・嘱託人材派遣

内容

共同 集約 廃止 その他

新たな部署 統合 その他


